
様式第１号 

会 議 録 

会 議 の 名 称 所沢市子ども・子育て会議（令和４年度第３回） 

開 催 日 時 
令和５年２月９日（木） 

午前１０時００分から午前１１時５０分まで 

開 催 場 所 市役所８階大会議室 

出 席 者 の 氏 名 （会議録別表１）のとおり 

欠 席 者 の 氏 名 （会議録別表１）のとおり 

説明者の職・氏名  

議 題 

（１）各事業の進捗状況報告（年度途中報告） 

（２）「第２期所沢市子ども・子育て支援事業計画」の見直し 

 ①「時間外保育事業」確保の内容 

 ②「一般型一時預かり事業」確保の内容 

 ③「病児・病後児保育事業」確保の内容 

（３）「第２期所沢市子ども･子育て支援事業計画 

  令和４年度見直し版」の作成 

（４）その他  

会 議 資 料 

・資料１：第２期所沢市子ども・子育て支援事業計画 

     令和４年度進捗状況報告 

・資料２：【時間外保育事業】確保の内容 

・資料３：【一般型一時預かり事業】確保の内容 

・資料４：【病児・病後児保育事業】確保の内容 

・資料５：第２期所沢市子ども・子育て支援事業計画 

     令和４年度 見直し版（案） 

・追加資料１：事前にいただいたご意見一覧 

・追加資料２：名簿 

・追加資料４：子育て家庭への支援 

担 当 部 課 名 

こ ど も 未 来 部  町田部長、市來次長 

こ ど も 政 策 課  一色課長、川名主査、高橋主査、 

木下主任、河野主任 

こ ど も 支 援 課  清水課長、美甘主幹 

こ ど も 福 祉 課  岩雲課長 

青 少 年 課  三上課長 

保 育 幼 稚 園 課  田中課長、青木主幹 

健康づくり支援課  並木課長、松本主幹 

 

（事務局）こども未来部こども政策課 電話 04-2998-9415 



会 議 録 

 

 

 

（会議録別表１） 

所沢市子ども・子育て会議委員会名簿 

 

 氏 名 出欠席状況 選出母体等 

１ 佐藤 愛子 出席 市民公募 

２ 下村 友香 出席 市民公募 

３ 齊木 景子 出席 市民公募 

４ 津村 亜紀子 出席 市民公募 

５ 野本 理恵 出席 所沢商工会議所 

６ 渡辺 良雄 出席 所沢地区労働組合協議会 

７ 渡辺 由美子 出席 所沢市私立幼稚園協会 

８ 川口 貴史 出席 埼玉県保育協議会 

９ 後藤 泰秀 出席 地域型保育事業運営団体 

１０ 小松 君恵 出席 地域子育て支援拠点事業運営団体 

１１ 秋山 展子 出席 学校法人 秋草学園 秋草学園短期大学 

１２ 仲田 智宏 出席 所沢市立小中学校校長会 

１３ 小沢 貞泰 出席 所沢市放課後児童対策協議会 

１４ 秀島 寿子 出席 所沢市民生委員・児童委員連合会 

１５ 中村 芳江 出席 子ども・子育て支援関係者 

１６ 田口 眞弓 出席 子ども・子育て支援関係者 
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発 言 者 審議の内容（審議経過・決定事項等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 開 会 ～ 

■ 欠席者等の報告 

■ 委員自己紹介（前会議欠席委員） 

■ 会議成立の報告 

■ 会長挨拶 

■ 傍聴者の確認（２名） 

■ 資料の確認 

 

≪議題１「各事業の進捗状況報告（年度途中報告）≫ 

～事務局より資料１に基づき説明～ 

 

産後ケアについて、自己負担が高額だと感じている。自己負担を軽

減することにより利用者が増加すると考えられるため、市の財政状況

も踏まえつつ自己負担の軽減についてご検討いただきたい。 

また、育休退園が産み控えにつながっているのではないか。現在、

育休退園者数はどの位いるか教えてもらいたい。 

併せて育休退園により退園となった子どもの一時預かりを拡充し

てどのように対応していくかについても教えてもらいたい。 

ファミリー・サポート・センター事業の援助内容と利用者のニーズ

が、マッチしているのかについて調査してほしい。 

 資料１のＮｏ１６にある幼稚園型類似施設というのはどのような施

設か教えてもらいたい。 

 

（健康づくり支援課） 

産後ケアの自己負担の軽減については、国による伴走型相談支援の

充実などの事業も開始され、産後ケアにおいてもデイサービスを取り

入れる等拡充を図っている。市の財政状況も見ながら考えていきた

い。 

 

（保育幼稚園課） 

育休退園者数について正確な数字の資料は持ち合わせていないが、

毎年、約１２０人が対象となっており、その後、兄弟で２４０人が再

入園している状況である。 



様式第２号 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

また、幼稚園類似施設とは、法的には幼稚園ではないが、同様の内

容で集団生活を行う施設である。 

 

（こども支援課） 

一時預かり事業の拡充について、各園の状況により預かれる人数は

異なるが多くの人数を受け入れてもらうよう周知を図っている。 

ファミリー・サポート・センター事業について、援助会員向けの講

習会の場などで、有効な支援につなげられるように促している。また

利用会員から意見を聞き、利用しやすい環境を整えていきたい。 

 

幼稚園の定員割れの理由、幼稚園と保育園の違いについて教えても

らいたい。 

 

（保育幼稚園課） 

 保育園は、児童福祉法に基づいて設置された、保育が必要な０歳か

ら未就学児に対して保育を行う施設で、幼稚園は３歳から未就学児に

対して、集団の場において教育を行う施設、という違いがある。 

２歳までは保育園を使い、満３歳から幼稚園へ移行する家庭もある

が、長期休暇期間に利用が出来ないなど、就労家庭の状況に合わない

ため、引き続き保育園を利用する家庭も多いことが、幼稚園の定員割

れにつながっていると考えられる。 

 

自身の経験では、幼稚園の預かり保育や時間外保育では、正社員で

働く親の勤務の実態と合っていないと感じていた。入所申請時に提出

された親の勤務地、通勤時間等のデータを踏まえた寄り添った支援を

してほしい。 

 また、ファミリー・サポート・センター事業に登録をしたが、援助

会員１人に対して子ども１人しか預けられなかったため、兄弟など、

２人以上子どもがいると預けることはできず、活用することはなかっ

た。 

 

（保育幼稚園課） 

幼稚園の一時預かりについて、選択肢の幅が広がるよう保護者の勤

務地、ニーズ等を参考にしたうえで幅広く利用できるよう検討してい
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委員 

 

事務局 

 

 

 

きたい。 

 

（こども支援課） 

ファミリー・サポート・センター事業の利用にあたり、１人の援助

会員が同時に複数のお子様を預かれるかどうかについては、確認の上

後日回答したい。援助会員の状況によって預かることが難しいことも

あるとは思われるが、利用会員の意向に沿った利用ができるよう努め

たい。 

 

ファミリー・サポート・センター事業に登録したものの、自身の住

んでいる地区に援助会員がいなかったため、利用はしていない。 

また、今現在、自身の体調不良を理由として子どもを保育所に預け

ている。標準時間での預かりを希望していたが、園からは、短時間で

しか預かれないと言われてしまい、保健センターを通して相談したと

ころ、月に数回標準時間で預けられるようになったものの不便さを感

じている。 

 

（こども支援課） 

ファミリー・サポート・センター事業の援助会員は、自発的な登録

制で成り立っており地域によって会員数が異なる。今後、会員数を増

やし、どの地域でも利用しやすくなるようにするため広報に努めた

い。 

 

（保育幼稚園課） 

保護者の疾病を理由として保育所を利用する場合、標準時間認定と

なる。標準時間での預かりについて改めて保育園に相談していただ

き、調整が難しかった場合には保育幼稚園課へ相談してほしい。 

 

保育園の申込者に対して送付した不承諾通知数を教えてほしい。 

 

（保育幼稚園課） 

令和５年４月の入所の申込者数は２，０６９件である。不承諾通知

数については、案内中のため確定はしていないが、昨年４月の申込者

数１，８７４件と比較して、１９５件増加している状況にある。 
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

資料１「教育・保育施設等」の「次年度における事業の方向性」に

おいて、保育施設の新設についても検討していくと記載されている

が、次年度の方向性を検討するにあたり、どのような資料に基づいて

検討していくかを教えてほしい。 

 

（こども政策課） 

年齢、地域ごとの申込状況を注視しながら検討していく必要がある

と考えている。まずは、既存施設を活用した定員増を検討したうえで、

それでも不足する場合は新設等検討していきたい。 

 

 

≪議題２「第２期所沢市子ども･子育て支援事業計画」の見直し≫ 

① 「時間外保育事業」確保の内容 

～事務局より資料２に基づき説明～ 

 

 確保の内容数が減少しているのは、働き方改革の影響と理解してよ

ろしいか？ 

 

（保育幼稚園課） 

 働き方改革の影響の他、コロナ禍の中で、在宅勤務となった保護者

が増えたことにより、保育時間が短縮されたことも影響しているので

はないか。 

 

② 「一般型一時預かり事業」確保の内容 

～事務局より資料３に基づき説明～ 

 

国や県でも、地域子育て支援事業の充足に力をいれており、重要な

部分になってきていると思う。他市のように一時預かり事業への上乗

せなど、補助金の増額等を検討しているか、所沢市の今後の予定につ

いてお聞きしたい。 

 

（こども支援課） 

民間園への委託料については、各施設から、金銭的に厳しい状況で

あるということは聞いており、把握をしているが、市の財政状況を考
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事務局 

 

 

 

 

 

委員 

えると、即座に対応する事は難しい。今後どのような方法で行ってい

くか検討していきたい。 

 

他市では、公園などで子どもを預かる「青空保育」を行うところも

あると聞いている。子育てしやすいまちづくりに向けて、新たな事業

者を参入させることも検討したらどうか。地域の民間事業者の力を借

りることも必要ではないか。 

 

（こども支援課） 

認可外で独自にそのような事業を実施しているところがあること

は承知している。利用者のニーズに合致する部分があれば、利用する

ことについても考えていきたい。 

 

③ 「病児・病後児保育事業」確保の内容 

～事務局より資料４に基づき説明～ 

 

 今回、実施施設が１か所増えただけで、大幅に確保の内容が増えて

いる。新たな実施施設の類型によって大幅に増えたものか。 

 

（こども支援課） 

 確保の内容については、１施設の利用定員を４人とし、１年間の実

施日数を２９０日として、１，１６０人の増加として見直した。 

 

確保の内容は多いものの、実際には不足している状況だと思われ

る。全国的に算出方法の決まりがあるかもしれないが、実態とかけ離

れている数字だと評価が難しいと感じる。 

 

（こども支援課） 

 例えば感染症の子どもを預かる場合、別の病状がある子どもと一緒

には預かれない状況がある。また、市内の中心部にある施設に利用希

望が集中するなど、地域の偏りもあり、実態とはかけ離れてしまう状

況がある。 

 

 資料２～４においても同様の事が言える。病児・病後児保育事業に
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委員 

 

事務局 

 

 

委員 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

ついては、預かれる人数ではなく実施施設数をかっこ書きで記入をす

ると評価がしやすいと思う。表記の仕方について検討していただきた

い。 

 

≪議題３「第２期所沢市子ども･子育て支援事業計画 令和４年度見

直し版」の作成≫ 

 ～事務局より資料５に基づき説明～ 

 

 児童クラブの待機児童が増加している。待機児童ゼロを目指してい

るとのことだが、どの程度まで確保量に反映させたのか。 

 

（青少年課長） 

 今年度の申込状況を踏まえ、対応が必要な児童クラブ５ケ所で施設

整備を行い、定員を２００人拡大した。来年度も申込状況を踏まえて

検討していきたい。 

 

 来年度は定員を拡大する予定はあるのか 

 

（青少年課長） 

 申し込み状況が確定次第、検討していきたい。 

 

 児童クラブの学年別の利用状況はどうか。 

 

（青少年課長） 

 施設整備を行い定員が拡大すると、今まで利用していなかった高学

年の需要が増える傾向がある。 

 

≪議題４ その他（子育て家庭への支援について）≫ 

～事務局より追加資料４に基づき説明～ 

 

 子ども・子育て会議での意見から、若者とのつながりづくりのきっ

かけとしてＬＩＮＥを活用していく事業が始まる事について喜ばし

い事だと思う。 

 今、各自治体で子育て世帯、青少年をどう地域につなげていくか、
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それぞれの孤立、支援漏れを防ぐ取り組みが行われている。 

 自身は大学では保育者の養成として、地域のつながりを意識した保

育教育を意識している。学生に地域とのつながりについて調査をした

ところ、地域との接点は単発のイベントが多く、関係性が持続しない

ことが多いということが分かった。子どもを持続的に支えていくため

には地域との連携がキーワードであると考えている。 

 今後、公的な支援の充実により取りこぼしのない支援へつながるこ

と、地域とのつながりにより継続的な支援へつながるよう所沢市独自

の新たな取り組みを期待している。 

 

地域とのつながりについての情報共有になるが、埼玉県と埼玉県内

経済６団体で、「未来を担う子供たちへの支援に関する協定」を結ん

でおり、子育てに地域の中小企業が関わり、子どもを応援していこう

という機運が高まっている。地域のつながりを高めていくなら、地域

の中小企業の力も使ってほしいと思う。 

また、こども家庭庁の設立により思っている事が５点ある。１点め

として子どもの権利、考えをどう政策に活かすのか、２点めとして障

害のあるなしに関わらず子どもを受け入れるという視点の政策が必

要であること、３点めとして中高生の居場所づくりとして、紙媒体だ

けでなく世代のニーズにあった方法で発信してほしいということ、４

点めとして子どもに対してワンストップで見守ってくれる地域の支

援員の存在が必要であると感じていること、最後にどこにおいても人

材不足が顕著であり、処遇改善を含めて質の向上を図り、積極的に人

材確保をお願いしたい。 

 

 今後の市の子育て支援の方針について、「質」についても言及した

ご提案をいただき、喜ばしく思う。 

 コロナ禍を３年間過ごしている子ども達の状況について、どの現場

からも心配の声がある。心理的、身体的な影響について、調査、ヒア

リングを行い、なるべく早い時期に、今後どのように子どもの育成を

していくかを考える必要があると感じている。 

 また、伴走型相談支援で行う３回の面談には、継続性が必要である。

同じ担当者が継続的に相談にのる事が重要であると思う。 
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 この会議での議論を機に、市の事業としてＬＩＮＥを活用していく

ことにつながった事について嬉しく思う。 

資料では、現状・課題として孤独、孤立に関することがあがってい

るが、学校のコミュニティスクール化が進められているなかで、本人

が支援を受けるだけでなく、支援する側として、主体的に地域で活躍

できるようになればこの問題は解決すると思う。 

 それは、資料では令和６年度に予定されている地域のつながり・絆

づくりにもつながっていくのではないか。他の審議会とも連携して考

えていってほしい。 

 

 子どもが大きくなると、支援が手薄になる。子どもの居場所、医療、

心の問題、ヤングケアラーの問題等含めて、中高生にも目を配ってほ

しい。 

 生まれたばかりの小さな子どもだけでなく、１８歳までをトータル

で考えた中高生への支援についても市で検討していただきたい。 

 

 

 以上で、本日の議事を全て終了する。 

 

 

 


